
令和４年度成果報告書 税務会計課総括  

１．町税の収入状況 

〇町税全体では、コロナウイルス感染症の蔓延状況が落ち着き調定額、収

入済額は増額となった。 

 〇徴収率は、過去５年を比較して最も高かった。 

２．各税目の収入状況 

〇個人町民税は、納税義務者が減少したものの所得額の増加により調定額

で 5,966 千円の増額となった。 

○法人町民税は、各企業収益の増加により調定額で 10,861 千円の増額と

なった。

〇固定資産税は、令和３年度のコロナ減免制度の減少の反動により、調定

額が 20,336 千円の増額となった。 

〇軽自動車税は、旧税率から標準課税への移行により、調定額で 390 千円

の増額となった。 

〇入湯税は、コロナ感染症の蔓延状況の落ち着きに伴う宿泊観光客の増加

により、調定額で 3,708 千円の増額となった。 

〇国民健康保険税は、加入世帯の減少により調定額で 762 千円の減額とな

った。 

〇後期高齢者医療保険料は、納税義務者の増加に伴い調定額は 2,677 千円

の増額となった。 

３．その他 

○住民税の納税相談（2 月 16 日から 3 月 15 日）については、昨年度に引

き続き各地区の受付時間帯を細分化し、会場での感染対策及び対面時間

の短縮等を図りながら申告受付を実施した。

〇令和５年度より始まる QR ｺｰﾄﾞ納付に向けて基幹システムの改修を行っ

た。 

【評価】 

〇町税全体の徴収率は、96.9％で前年度と比較して 0.2%増加した。 

新規滞納者の発生を抑制するため各納期におけるきめ細やかな滞納者

管理を行った。 

〇地方税法の規定に則して財産調査及び地方税滞納整理機構へ事案の移

管を行い債権の差し押さえ等を実施した。また、庁内滞納整理特別対策

班による情報共有、連携した取組みにより一定の成果を上げたが、依然

として多額の収入未済額がある。来年度以降もより一層の滞納額縮減に

努める。  
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４．税務会計課

1.税務関係

(１）町税の収入状況

町税収入状況

税目別構成比（調定額）

純固定資産税

種別割

環境性能割

税目別構成比（繰越額）

固定資産税

純固定資産税

交付金

軽自動車税

種別割

環境性能割

収入未済額 徴収率
調定額

前年対比

　　町税は、コロナ感染症の蔓延状況が落ち着き、すべての税目で増額になり調定額で26,940,488円

　（+4.6%）となった。徴収率は、96.9%と前年度より0.2ﾎﾟｲﾝﾄ増加した。

　　収入未済額は、前年度より174,359円増加（1.0％）した。

単位：円

年度 調 定 額 収 入 済 額 不納欠損額

99.6%591,489,681 1,513,130 19,472,574

96.3% 97.2%

604,070,853 569,210,060 369,340 34,491,453 94.2%

30 615,179,088 592,153,809 448,900 22,576,379

98.6%

元 612,475,385

2

96.6%

3 582,587,393 563,365,691 904,947 18,316,755 96.7%

区  　分 令和４年度 構成比 令和３年度 構成比 調定額増減

25.1% 148,262,391 25.4% 4,607,744

96.4%

単位：円

前年対比

96.9%

103.1%

104.6%

　法人町民税 44,057,100 7.2% 33,006,200 5.7% 11,050,900 133.5%

　個人町民税 152,870,135

101.6%

　固定資産税 366,956,620 60.2% 361,560,662 62.1% 5,395,958

4.0% 24,534,700 4.2% -142,100

101.5%

342,564,020 56.2% 337,025,962 57.9% 5,538,058

99.4%

　軽自動車税 15,806,300 2.6% 15,133,200 2.6% 673,100 104.4%

交付金 24,392,600

131.7%

14,352,800 2.4% 14,029,300 2.4% 323,500 102.3%

3.0% 16,557,190 2.8% 1,504,486

1,453,500 0.2% 1,103,900 0.2% 349,600

109.1%

　入湯税 11,776,050 1.9% 8,067,750 1.4% 3,708,300 146.0%

　町たばこ税 18,061,676

計 609,527,881 100.0% 582,587,393 100.0% 26,940,488 104.6%

単位：円

前年対比

101.9%

区  　分 令和４年度 構成比 令和３年度 構成比 調定額増減

540,000 2.9% 627,500 3.4% △ 87,500

25.7% 4,661,635 25.5% 89,979

-

　個人町民税 4,751,614

13,159,800 71.2% 12,930,620 70.6% 229,180 101.8%

　法人町民税

13,159,800 71.2% 12,930,620 70.6% 229,180 101.8%

0 0.0% 0 0.0% 0 -

45,000 0.2% 97,000 0.5% △ 52,000 46.4%

-

45,000 0.2% 97,000 0.5% △ 52,000 46.4%

0 0.0% 0 0.0% 0

0 0.0% 0 0.0% 0

179,659

-

　入湯税 0 0.0% 0 0.0% 0 -

　町たばこ税

計 18,496,414 100.0% 18,316,755 100.0% 101.0%

4 609,527,881 590,638,287 393,180 18,496,414
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（２）各税目ごとの調定額と収入済額の状況

①　個人町民税　（現年課税分）

ア）年度別の比較

イ）納税区分別状況

延

ウ）個人町民税区分別状況

②　法人町民税　（現年課税分）

ア）年度別の比較

となった。

　個人町民税の調定額は、コロナ感染症の蔓延状況が落ち着き、調定額全体で148,208,500円（+4.2％）

徴収率
調定額

前年対比
納税義務者 調 定 額 収 入 済 額 不納欠損額 収入未済額

 徴収率は99.4%で前年度より（△0.3%）の減、収入未済額は前年度より510,639円増加した。

 　単位：人,円

年度

103.6%

元 2,045 155,403,200 154,146,770 0 1,256,430 99.2% 98.1%

30

1,748,573

99.3%2,073 158,383,800 157,232,874 0 1,150,926

98.9%

141,859,126 0 382,974 99.7% 91.6%

2 2,039 155,270,200 153,521,627 0

　単位：人,円

区  分 納税義務者 調 定 額 収 入 済 額 不納欠損額 収入未済額 徴 収 率

0 100.0%

普 通 徴 収 407 25,282,900 24,383,887 5,500 893,513

94,667,300 94,667,200 0 100

96.4%

年金特別徴収 438 8,596,800 8,596,800 0

100.0%

特別徴収（前年） 1,189 17,689,400 17,689,400 0 0 100.0%

特別徴収（現年） 1,174

退職分 5 946,300 946,300 0 0

893,613

100.0%

100.0%

99.4%

過年度更正 8 1,025,800 1,025,800 0 0

　 単位：円

区  分 調 定 額 収 入 済 額 収入未済額 徴収率 前年度調定額
調定額

前年対比

計

均 等 割 6,660,500 6,639,500 21,000 99.7%

3,221 148,208,500 147,309,387 5,500

所 得 割 141,548,000 140,669,887 878,113 99.4% 135,413,600

148,208,500 147,309,387 899,113 99.4% 142,242,100

97.5%

104.5%

104.2%

6,828,500

計

　法人町民税の調定額は、各企業収益の増加により10,860,900円の増額（33.3%）となった。

 　  単位：人,円

年 度 法人数 調 定 額 収 入 済 額 収入未済額 徴収率
調定額

前年対比

100.0% 93.9%

24,834,100 24,834,100 0 100.0%

30 137 28,660,500 28,660,500 0

86.6%

2 135 27,861,600 27,424,100 437,500 98.4% 112.2%

元 123

3 127 32,568,700 32,188,700 380,000 98.8% 116.9%

43,429,600 43,019,6004 132

4 1,903 104.2%

99.9%

3 1,951 142,242,100

410,000 99.1% 133.3%

148,208,500 147,309,387 5,500 893,613 99.4%

63



イ）法人区分・申告期別法人数

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

5 20 7 9 4 2 3 9 1 7 7

1 9 6 3 5 3 1 5 2 2 1

1

2 1 2 1

11 1

1

6 32 25 14 10 6 4 14 0 3 9 9

ウ）法人町民税区分別状況

③ 固定資産税 （現年課税分）

ア）年度別の比較

イ）純固定資産税年度別の比較

 　単位：円,法人

区 分
期別 申　告　期　別　法　人　数

均等割額 計

1号 50,000 74

2号 120,000 0

3号 130,000 38

4号 150,000 1

5号 160,000 6

6号 400,000 0

7号 410,000 12

8号 1,750,000 0

前年度調定額
調定額

前年対比

9号 3,000,000 1

計 132

17,692,400 410,000 97.7% 14,485,600

 単位：円

区   分 調 定 額 収 入 済 額 収入未済額 徴収率

125.0%

法人税割 25,327,200 25,327,200 0 100.0% 18,083,100 140.1%

均 等 割 18,102,400

　固定資産税の調定額は、令和3年度のコロナウイルス減免制度の反動により20,335,700円（6.1%）の

計 43,429,600 43,019,600 410,000 99.1%

収 入 済 額 不納欠損額 収入未済額 徴収率
調定額

前年対比

133.3%32,568,700

増加となった。

　徴収率は99.7%で前年度より0.1ポイント上がり、収入未済額は前年度より145,420円減少した。

 単位：円 

年度 調 定 額

1,084,200 99.7% 100.1%

30 362,440,100 360,879,600 0 1,560,500 99.6%

2 363,701,300 30,700 15,754,110 95.7%

97.6%

元 362,935,700 361,851,500 0

徴収率
調定額

前年対比

100.2%

3 333,690,300 332,192,300 483,800 1,014,200 99.6% 91.7%

 単位：円 

年度 調 定 額 収 入 済 額 不納欠損額 収入未済額

30 337,762,200 336,201,700 0 1,560,500 99.5% 97.5%

元 338,358,000 337,273,800 0 1,084,200 99.7%

99.5%

100.2%

100.2%

91.2%

2 339,137,800 323,383,690 30,700 15,723,410 95.4%

4

347,916,490

4 329,633,400 328,702,920 61,700 868,780

3 309,155,600 307,657,600 483,800 1,014,200

354,026,000 353,095,520 61,700 868,780

99.7%

99.7% 106.1%

106.6%
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ウ）純固定資産税区分別状況

エ）土地課税状況 (令和5年1月1日現在)

オ）家屋課税状況 (令和5年1月1日現在)

カ）新増築分・減少分家屋 (令和4年1月1日～ 令和4年12月31日)

キ）償却資産 (令和5年1月1日現在)

 単位：人,円

区   分 納税義務者数 調 定 額 収 入 済 額 不能欠損額 収入未済額 徴収率
調定額
前年対
比

108.9%

土    地 1,563 60,610,100 60,411,600 38,800 159,700

429,180

99.7% 98.4%

家    屋 1,823 106,206,200 105,903,400 22,900 279,900 99.7%

108.5%

(内大臣配分) (　13　) （125,080,300） （125,080,300） (0) (0) (100.0) (97.9％)

償却資産

2,347 329,633,400 328,702,920 61,700 868,780

99.7%100 162,817,100 162,387,920 0

99.7% 106.6%

   単位：千円

区 分 評価総地積(㎡) 評   価   額 免税点以上の評価額 免税点以上の課税標準額 前年度(㎡）

計

田 2,206,843 214,086 211,271 211,255 2,212,430

畑 1,094,371 42,924 40,200 40,187 1,098,839

介在田畑 0 0 0 0 0

宅　　地 1,309,478 5,023,541 4,773,097 1,922,296 1,307,080

池　　沼 128,665 36,158 35,646 35,580 128,759

山　　林 31,074,348 578,132 549,635 549,634 31,131,458

原　　野 2,218,762 71,247 67,694 67,694 2,220,559

そ の 他 900,327 1,242,695 1,235,570 919,930 898,206

計 38,932,794 7,208,783 6,913,113 3,746,576 38,997,331

  単位：棟,㎡,千円

区　　　分 棟　 数 床　面　積 評　価　額 ㎡当たり価格

木

造

総　　 　　数 3,165 318,207 3,844,582 12.1

法定免税点未満 255 16,315 24,399 1.5

法定免税点以上 2,910 301,892 3,820,183 12.7

非
木
造

総　　 　　数 747 120,141 3,071,454 25.6

法定免税点未満 22 435 2,527 5.8

法定免税点以上 725 119,706 3,068,927 25.6

計

総　　 　　数 3,912 438,348 6,916,036 15.8

法定免税点未満 277 16,750 26,926 1.6

法定免税点以上 3,635 421,598 6,889,110 16.3

非 課 税 家 屋 293 33,044

単位：棟,㎡,千円

区    分 棟 数 内増築分 床面積 内増築分 評価額 内増築分 ㎡当たり価格

新
増
分

木　造 7 0 695 0 47,472 0 68.3

非木造 6 0 352 0 18,704 0 53.1

計 13 0 1,047 0 66,176 0 121.4

減
少
分

木　造 9 969 3,072 3.2

非木造 5 1,017 7,303 7.2

課標の特例規定分

計 14 1,986 10,375

機械及び装置

10.4

 単位：人,千円

区　　　　分 申告者
納税

義務者
評 価 額 課税標準額

課税標準の内訳

1,302,792

左以外のもの

町
が
価
格
等
を

決
定
し
た
も
の

構　　築　　物 953,719 935,205 18,514 916,691

0 0 0

1,312,586 1,305,794 3,002

0

車両及び運搬具 3,725 3,725 0 3,725

船舶・航空機

21,516 2,404,880

工具、器具及び備品 181,672 181,672 0

8,762,105 8,747,763

181,672

小　　　計 2,451,702 2,426,396

計 256 94 11,213,807 11,174,159

法第389条関係
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ク）国有資産等所在市町村交付金（令和4年度）

ケ）課税免除、不均一課税及び減免 (令和4年度)

④ 軽自動車税 （現年課税分）

ア）年度別の比較

イ）車種別一覧表

  二 輪 の 小 型 自 動 車

100.0% 24,534,700

  単位： 人,円

区   分 納税者数 調定額 収入済額 徴収率 前年度調定額 前年対比

99.4%

 　単位：件,円

区    分 件   数 軽 減 税 額 適    　用  　　 条 　　  例  　　 等

交 付 金 2 24,392,600 24,392,600

課 税 免 除 1 1,174,900 　過疎地域自立促進特別措置法等

不均一課税

1 1,269,600 　過疎地域自立促進特別措置法等

680 1,323,300 　南木曽町伝統的建造物群保存地区に係る町税の特例に関する条例

18 1,117,600 　地方税法附則第15条の6第１項又は第２項（新築軽減・3年間）

3 96,800 　地方税法附則第15条の7第１項又は第２項（新築軽減・5年間）

災害、その他減免 10 283,200 　南木曽町税条例・災害による被害者に対する町税の減免に関する規程

計 713 5,265,400

　軽自動車税の調定額は、乗用・貨物（自）で旧税率から標準課税への更新が進み、389,800円の増額

（2.8%）となった。

 徴収率は、99.7%で前年度より0.3ポイント下がり、収入未済額は前年度より39,000円増加した。

　単位：人,円

年度 納税義務者 調 定 額 収 入 済 額 不納欠損額 収入未済額 徴収率
調定額

前年対比

30 1,455 13,148,700 13,115,700 0 33,000 99.7% 100.5%

13,498,200 13,465,200 0 33,000 102.7%

2 1,422 13,747,000 13,689,100 0 57,900 99.6% 101.8%

元

3 1,394 13,866,000 13,860,000 0 6,000

   　単位：円,台

区　　        　分 税   額 台  数 非課税 課税免除 課税台数 前年対比

原動機付
自 転 車

　50cc以下のもの 2,000 138 1 1

12 0 0　50cc超～90cc以下 12 △ 1

台数構成

136 △ 8 6.5%

1

0.6%

2,400 24 0 0 24 3 1.1%

2,000

3,600

3,700 9 0 0 9

0.1%

0.4%

軽自動車

3,600 81 0 0 81 △ 2 3.8%

1 5 342 △ 62

3 0 0 3 0

16.5%

10,800 408 2 11 395 64 19.3%

7,200 348

12,900 214 0 4 210 8

5,400 0 0 0 0 △ 6

0 0 0 0 △ 8

10.1%

0.0%

0.0%

　貨物（営）旧税率 3,000 2 0 0 2 0 0.1%

8,100

　貨物（営）標準税 3,800 4 0 0 4 △ 1 0.1%

　貨物（営）重課税 4,500 2 0 0 2 0 0.1%

9.8%

　貨物（営）25%軽減 2,900 0 0 0 0

219

0 0.1%

　貨物（自）旧税率 4,000 207 6 2 199 △ 45

11.0%

　貨物（自）重課税 6,000 257 10 0 247 8 12.2%

　貨物（自）標準税

3,800 0 0 0 0

345,000 232 11 2

0.0%

小型特殊
自 動 車

2,400 84 0 3 81 △ 1 4.0%

　貨物（自）25％軽

26 0 1 25 0

0

2,055

1.2%

6,000 64 0 0 64 △ 4 3.0%

5,900

100.0%計 2,115 31 29

1,424 14,255,800 14,205,500 5,300 45,000

1,446

△ 20

99.7% 102.8%

100.0% 100.9%

99.8%

4

　乗用（自）標準税

　乗用（自）重課税

　乗用（自）50％軽

　乗用（自）25％軽

　農　耕　用

　特 殊 作 業 車

　90cc超～125cc以下

　ミ　ニ　カ　ー

　二　輪　車

　ボートトレーラー

　乗用（自）旧税率
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ウ）環境性能割

⑤ 町たばこ税 （現年課税分）

ア）年度別の比較

イ）課税本数

⑥ 入湯税（現年課税分）

ア）年度別の比較

イ）課税状況（現年課税分）

現

過

現

過

現

過

単位：円

年度 台数 調定額 収入済額 徴収率 備考

元 24 487,700 487,700 100.0% 令和元年10月～

2 56 724,200 724,200 100.0%

3 55 1,103,900 1,103,900 100.0%

　町たばこ税の調定額については、コロナ感染症の蔓延状況の落ち着きによる交流人口の増加により

全体で1,504,486円の増額(9.1%)となった。

　単位：円

年 度 調 定 額 収 入 済 額 徴 収 率 前年対比

30 16,877,307 16,877,307 100.0% 100.1%

元 17,096,006 17,096,006 100.0% 101.3%

2 16,434,229 16,434,229 100.0% 96.1%

3 16,557,190 16,557,190 100.0% 100.7%

 単位：本 

4 18,061,676 18,061,676 100.0%

区  　分 配　 置 返　 還 課税本数 前年度課税本数 前年比

　旧３級品以外 2,772,916 16,250 2,756,666 2,626,380 105.0%

計 2,772,916 16,250 2,756,666 2,626,380 105.0%

　入湯税の調定額は、3,708,300円の増額(46.0%)となった。コロナ感染症の蔓延状況の落ち着きによる

宿泊者の増加に伴うものである。

 単位：円,人

年 度 納税義務者 調 定 額 収 入 済 額 収入未済額 徴 収 率
調定額

前年対比

30 5 10,703,650 10,703,650 0 100.0%

元 5 15,668,100 15,668,100 0 100.0%

0 100.0%

146.4%

2 5 6,868,650 6,868,650 0 100.0% 43.8%

 単位：円,人

区   分 単  価 利用者数 調 定 額 前年利用者数 前年度調定額
利用者
前年比

宿泊 150
64,297 9,644,550 43,661 6,549,150 147.3%

0 0 0 0 -

日帰 100
21,315 2,131,500 15,186 1,518,600 140.4%

0 0 0 0 -

計
85,612 11,776,050 58,847 8,067,750 145.5%

0 0 0 0 -

100.0%

117.5%

146.0%

208.6%

8,067,750

11,776,050 11,776,050

4 65 1,453,500 1,453,500 100.0%

3 4 8,067,750

109.1%

4 4 0
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⑦ 国民健康保険税 （現年課税分）

ア）年度別の比較

⑧ 後期高齢者医療保険料（現年課税分）

ア）年度別の比較

イ）納税区分別状況

延

年 度 世帯 調 定 額 収 入 済 額 不納欠損額 収入未済額 徴 収 率
調定額

前年対比

2,810,300 96.8% 101.1%

30 550 87,519,700 85,785,574 0 1,734,126

81,465,800 0 2,524,700

98.0% 94.4%

元 554 88,495,500 85,685,200 0

97.0% 94.9%

3 539 71,799,100 70,484,159 0 1,314,941 98.2% 85.5%

収 入 済 額 収入未済額 徴 収 率
調定額

前年対比

　後期高齢者医療保険料は、納税義務者の増加で2,676,600円（5.4％）となった。

 徴収率は99.9%（△0.1%）であった。収入未済額は12,200円となった。

 単位：人,円

年 度 納税義務者数 調 定 額

30 1,125 47,469,300 47,397,500 71,800 99.8% 99.3%

元 1,121 51,277,600 51,149,951 127,649 99.8%

100.0%

108.0%

100.8%

95.8%

2 1,078 51,688,600 51,539,900 148,700 99.7%

 単位：人,円

徴収区分 納税義務者数 調 定 額 収 入 済 額 収入未済額 徴 収 率
調定額

前年対比

3

特別徴収 928 35,321,100 35,321,100 0

1,047 49,541,000 49,541,000 0

100.0%

12,200 100.0%

98.2%

普通徴収 278 16,896,500 16,884,300 12,200 99.9% 124.3%

105.4%計 1,206 52,217,600 52,205,400

562 83,990,500

　国民健康保険税は、加入世帯の減少に伴い△761,600円（△1.1%）となった。

　徴収率は98.7%で前年度より0.5ﾎﾟｲﾝﾄ増加した。収入未済額は前年度より405,941円減少した。

単位：世帯,円

99.9% 105.4%

4 517 71,037,500 70,128,500 0 909,000

2

98.7% 98.9%

4 1,054 52,217,600 52,205,400 12,200

68



（３）滞納の状況

　滞納者は72人（企業含）で、前年度より1人増加した。

①　滞納額一覧表

②　不納欠損の内訳

現年分 過年分

ア）滞納整理特別対策班

イ）県との協働滞納整理

ウ）長野県地方税滞納整理機構への事案移管

※督促手数料・延滞金含む

0

債　権

計

940,169

1,451,017

376,560

合計

940,169

1,451,017

376,560

その他

0

0

11,960 0

地方税法第15条の7第4項及び第5項該当

4 9 129,589 235,011

　滞納繰越分に係る納入額は、一般会計、国民健康保険特別会計及び後期高齢者医療保険料特別会計

合わせて3,302,597円で、前年度の納入額より16,281,833円の減額（△83.1％）となった。前年度に

 単位：円

区  　分 滞納調定額 納 入 額 不納欠損額 収入未済額 徴収率 前年度 現年収入未済額 翌年繰越額

個人町民税 4,661,635 685,554 118,080 3,858,001 14.7% 27.2% 893,613 4,751,614

法人町民税 627,500 497,500 0 130,000 79.3% 13.7% 410,000 540,000

固定資産税 12,930,620 528,000 111,600 12,291,020 4.1% 56.6% 868,780 13,159,800

軽自動車税 97,000 6,000 91,000 0 6.2% 44.3% 45,000 45,000

入湯税 0 0 0 0 - - 0 0

小   計 18,316,755 1,717,054 320,680 16,279,021 9.4% 13.5%

国民健康保険税 11,766,533 1,585,543 2,021,300 8,159,690 13.5%

- 100.0% 12,200 12,200

2,217,393 18,496,414

14.2% 909,000

3,302,597 2,341,980 24,438,711 11.0%

9,068,690

後期高齢者医療保険料 0 0 0 0

40.9% 3,138,593 27,577,304

 単位：円 

税目 件数
金額

不納欠損の理由

計 30,083,288

個人町民税 3 5,500 118,080

法人町民税 0 0 0

固定資産税 5 61,700 111,600

軽自動車税 3 5,300 91,000

国民健康保険税 2 0 2,754,108

後期高齢者医療保険料 0 0 0

計 　　13件(6人) 72,500 3,074,788

③　差押状況 単位：円

年度
預貯金 給与 国税還付金 その他債権

件数

2 16 6,625 793,300 140,244 0

3 19 648,610 440,100 362,307 0

　町税、水道・下水道使用料、住宅使用料、保育料、介護保険料の徴収困難案件の滞納整理対策

　・町税等収納金滞納整理特別対策班担当者会議　11月22日に開催（特別対策班：5班体制・25名）

　・対象者：5名　・対象額 ：5,613,007円　　

　中信県税事務所と町が併任徴収協定を締結して徴収業務を協働で実施

　・対象者：2名　・対象額：1,239,007円　・徴収額：606,500円

　収納困難事案１件について、県地方税滞納整理機構へ移管を行い財産調査・宅内捜索等を行いました。

コロナ特例の徴収猶予の金額が納入されたことに伴うことによるものである。
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（４） その他業務の内容

　①　税務諸証明及び自動車臨時運行許可証（仮ナンバー）等の発行状況

  ②　町民税関系

　 ア）個人県民税徴収取扱関係

 　イ）住民税申告（納税相談）　　

 　ア）固定資産評価審査委員会

　　　　令和4年5月19日、令和5年3月28日に開催

　 ウ）公図修正

　④　その他

　 ア）収納関係

 　口座振替委託件数

 　イ）過誤納金の還付（歳出還付）

　　還付税額のうち、法人町民税は確定申告による予定申告分、個人町民税は所得の減額更正等による

　　　　　　　還付額の内訳

　 ウ）地方税電子申告（エルタックス）関係

　　　　電算委託料(基幹税ｼｽﾃﾑ改修、ASP関連）   7,070,700円　    委託業者　㈱電算　

　 エ）ＱＲコード関係

令和5年度より始まるＱＲコード納付対応に伴い基幹システムの改修を行った。

　Reams.NETⅡ【㈱電算】QRｺｰﾄﾞ対応ｼｽﾃﾑ改修：3,212,000円

固定資産税(償却資産)：93件　（前年度：79件）

個人住民税給与支払報告書：1,703件　（前年度：1,450件）

2月16日 から 3月15日 まで7会場で開催。19日間 651人（前年674人）　　

前年金額 比較

350 207,900 597 208,950

　単位：件,円

区　  　分 件　数 単　価 金　額 前年件数

-1,050

住宅用家屋証明 10 1,300 13,000 5 6,500 6,500

税 務 諸 証 明 594

仮 ナ ン バ ー 60 750 45,000 69 51,750

督 促 手 数 料 578 100 57,800 556 55,600

1,242 323,700 1,227 322,800

-6,750

2,200

軽自動車税 国民健康保険税 後期高齢保険料 計

900

徴収払込金額：97,995,019円 徴収委託金：5,763,335円　　

  ③　固定資産税関係

　 イ）標準宅地鑑定業務

計

3,143 482 411 2,047

　　　　委託費：557,183円（38箇所）　　 委託業者：（一社）長野県不動産鑑定士協会

　　　　分合筆異動修正 　委託費：418,000円　　委託業者：HARVEY㈱

 単位：件

区  　分 町県民税 固定資産税

6,682

木 曽 農 協 380 2,721 476 544 1,207 5,328

八 十 二 銀 行 599

63 284

ゆ う ち ょ 銀 行 326 1,664 204 465 1,142

7,669 1,189 1,432 4,459

3,801

岐 阜 信 用 金 庫 41 141 27 12

16,095

   還付である。

　　単位：件,円

区       分 件   数 還 付 税 額 加  算  金 計

計 1,346

358,100 5,600 363,700

個 人 町 民 税 6 148,115 0 148,115

(12,215) (12,215) 

固 定 資 産 税 0 0 0 0

0 0 0

計 21 506,215 5,600 511,815

軽 自 動 車 税 0

(内配当・株式譲渡分) (2)

法 人 町 民 税 15

法人町民税：168件　（前年度：146件）
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単位：円,％

構成比

196,927,235 32.3 191,512,041 123,580 5,291,614 97.3 97.0

　個人町民税 152,870,135 25.1 147,994,941 123,580 4,751,614 96.8 96.8

現 148,208,500 24.3 147,309,387 5,500 893,613 99.4 99.7

滞 4,661,635 0.8 685,554 118,080 3,858,001 14.7 27.2

　法人町民税 44,057,100 7.2 43,517,100 0 540,000 98.8 97.7

現 43,429,600 7.1 43,019,600 0 410,000 99.1 98.8

滞 627,500 0.1 497,500 0 130,000 79.3 13.7

366,956,620 60.2 353,623,520 173,300 13,159,800 96.4 96.2

　純固定資産税 342,564,020 56.2 329,230,920 173,300 13,159,800 96.1 96.0

現 329,633,400 54.1 328,702,920 61,700 868,780 99.7 99.5

滞 12,930,620 2.1 528,000 111,600 12,291,020 4.1 56.6

　交付金 24,392,600 4.0 24,392,600 0 0 100.0 100.0

15,806,300 2.6 15,665,000 96,300 45,000 99.1 99.4

　種別割 14,352,800 2.4 14,211,500 96,300 45,000 99.0 99.3

現 14,255,800 2.3 14,205,500 5,300 45,000 99.6 100.0

滞 97,000 0.0 6,000 91,000 0 6.2 44.3

　環境性能割 1,453,500 0.2 1,453,500 0 0 100.0 100.0

18,061,676 3.0 18,061,676 0 0 100.0 100.0

11,776,050 1.9 11,776,050 0 0 100.0 100.0

現 11,776,050 1.9 11,776,050 0 0 100.0 100.0

滞 0 0.0 0 0 0 - -

609,527,881 100.0 590,638,287 393,180 18,496,414 96.9 96.7

現 591,211,126 97.0 588,921,233 72,500 2,217,393 99.6 99.6

滞 18,316,755 3.0 1,717,054 320,680 16,279,021 9.4 50.8

82,804,033 100.0 71,714,043 2,021,300 9,068,690 86.6 85.2

現 71,037,500 85.8 70,128,500 0 909,000 98.7 98.2

滞 11,766,533 14.2 1,585,543 2,021,300 8,159,690 13.5 14.2

52,217,600 100.0 52,205,400 0 12,200 99.9 100.0

現 52,217,600 100.0 52,205,400 0 12,200 99.9 100.0

滞 0 0.0 0 0 0 - 100.0

744,549,514 100.0 714,557,730 2,414,480 27,577,304 96.0 95.6

現 714,466,226 96.0 711,255,133 72,500 3,138,593 99.6 99.5

滞 30,083,288 4.0 3,302,597 2,341,980 24,438,711 11.0 40.9

前年
徴収率

　町民税

　固定資産税

　軽自動車税

　町たばこ税

令和４年度　町税徴収実績一覧表

区 分 調定額 収入済額 不納欠損額

　入湯税

合　計

　国民健康保険税

　後期高齢者医療保険料

総　計

徴収率収入未済額
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（参考）　

町税・料金等滞納状況

※過年度分含む

合　　計 960,574,396 925,031,323 2,708,832 32,834,241 96.3%

　浄化槽整備事業 38,150,063 37,420,111 112,820 617,132 98.1%

　農業集落排水事業 13,245,287 12,747,694 0 497,593 96.2%

　妻籠下水道事業 8,850,574 8,814,250 0 36,324 99.6%

　下水道使用料等 60,245,924 58,982,055 112,820 1,151,049 97.9%

　水道使用料等 98,722,958 94,797,438 181,532 3,743,988 96.0%

　住宅使用料 50,240,100 49,962,400 0 277,700 99.4%

　保育料 6,815,900 6,731,700 0 84,200 98.8%

　後期高齢者医療保険料 52,217,600 52,205,400 0 12,200 99.9%

　国民健康保険税 82,804,033 71,714,043 2,021,300 9,068,690 86.6%

　入湯税 11,776,050 11,776,050 0 0 100.0%

　たばこ税 18,061,676 18,061,676 0 0 100.0%

　軽自動車税 15,806,300 15,665,000 96,300 45,000 99.1%

　固定資産税 366,956,620 353,623,520 173,300 13,159,800 96.4%

　町民税 196,927,235 191,512,041 123,580 5,291,614 97.3%

単位：円

区　分 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 徴収率
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